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【工 事 名 ： 工事】

Ⅰ 工　　程 1 関連する別途工事あり

関　　係

2 施工時期，時間，方法の制限あり

3 関連機関協議による工程条件あり

施　工　条　件　明　示　総　括　表

　下記項目事項のうち○印欄は，工事施工にあたって制約等をうけることになるので明示する。
　なお，明示事項に変更が生じた場合および明示されていない制約等が発生したときは，受注者は発注者と協議し，適切
な措置を講ずるものとする。

明 示 項 目 施　　工　　条　　件

下管第１９号　　早川堀排水区下水道管更生（第２工区）

他工事名 発注機関

制約内容 影響を受ける期間

制約内容 影響を受ける期間

機関名 協議内容

4 その他（地元説明会，など）

Ⅱ 用　　地 1 工事用地等の未処理部分あり

関　　係 処理見込時期：

区　　　　間：

2 仮設ヤードの指定あり

場　　所　　：

使用条件　　：

期　　間　　：

3 その他

○ Ⅲ 公害対策 ○ 1 公害防止の制限あり（騒音・振動，排出ガス，粉じん，水質など）

関　　係 施工方法　　： 別紙「排出ガス対策型建設機械の使用に関する事項」のとおり

作業時間　　：

2 家屋等の調査の必要性あり

方　　法　　：

範　　囲　　：

3 その他

制約内容 影響を受ける期間



○ Ⅳ 安全対策 ○ 1 交通安全施設等の指定あり

関　　係 交通誘導警備員： 4人／日，34日間 (136人日) （勤務実績提出の必要あり）

その他施設等：

2 近接作業制限あり（鉄道，ガス，水道，電気，電話等）

内　　容　　：

工法制限　　：

作業時間制限：

○ 3 その他 「新潟市土木工事共通仕様書」による

○ Ⅴ 工　事　用 1 一般道路を搬入路として使用制限あり

道　　　路 搬入経路　　：

関　　　係 期　　間　　：

使用後の処理：

○ 2 一般道路の占用

期　　間　　：

規制条件　　： 　車両通行止め，片側交互通行

時間規制　　：

3 仮設道路の設置

工法指定　　：

用地関係　　：

安全施設　　：

使用条件　　：

4 その他

Ⅵ 仮　設　備 1 仮設備の指定あり

関 係

明 示 項 目 施　　工　　条　　件

交通誘導警備員については，警察等関係機関との協議により交通処理方法等の変更が

生じた場合や現地の状況により，これによりがたい場合は，監督員と協議すること。

関　　　係

2 仮設備の条件指定あり

3 仮設構造物の転用，兼用あり

工　　　種：

内　　　容：

4 その他

Ⅶ 残土・産業 別紙「建設副産物に関する特記仕様書」のとおり

廃棄物関係

Ⅷ 工 事 支 障 1 占用支障物件あり（電気，電話，水道，ガス等）

物 件

2 占用物件重複施工あり

内　　容：

3 その他

Ⅸ 排 水 工 1 濁水，湧水処理等の特別な対策あり

（濁水処理 内　　容：

含む）

支障物件 移設，撤去，防護等 支障対策時期



Ⅹ 薬 液 注 入 1 薬液注入工法あり

関 係 別紙条件明示による

○ ⅩⅠ そ の 他 1 現場発生材あり

品　　名：

納入場所：

2 支給品及び賃与品あり

品　　名：

引渡場所：

3 品質証明の対象工事である。

○ 4 アスベスト含有建設資材の使用に関する事項

5 材料指定関係に関する事項

6 中間技術検査の実施に関する事項

○ 7 工事点検業務委託に関する事項

○ 8 調査・試験に関する協力に関する事項

　新潟市土木工事共通仕様書第１編　１－１－２１による。

明 示 項 目 施　　工　　条　　件

　工事において，アスベスト含有建設資材を使用してはならない。

　材料名・材料規格については，参考資料で指定している。
　なお，参考資料の仮設工における数量・材料名・材料規格は，他の設計図書に明示されない限
り積算のための参考であるので，指定とはならない。

　新潟市請負工事検査要綱第５条第５項に規定する中間技術検査が実施される場合は，受注者
は，これを受験しなければならない。
　実施時期等については，監督員と協議して行うものとする。

　本市では施工体制等の確認を随時行うこととしている。
　当該工事に係る確認業務について，発注者が（財）新潟市開発公社に委託して行う場合におい
ても同様に協力しなければならない。
　なお，点検中に際して、工事点検員は，身分を証明する証明書を携帯することとしている。

○ 8 調査・試験に関する協力に関する事項

①

②

(1)

(2)

(3)

(4)

③

(1)

(2)

(3)

○ 9 工事看板の現在位置表示及びＧＰＳ機能つき携帯電話の配置に関する事項

○ 10 創意工夫・社会性等に関する実施状況の提出に関する事項

　調査票等に必要事項を正確に記入し，発注者に提出する等必要な協力をしなければな
らない。また，工期経過後においても同様とする。

　受注者は，発注者が自ら又は発注者が指定する第三者が行なう調査及び試験に対して，監督員
の指示があった場合，これに協力しなければならない。

　受注者は，当該工事が発注者の実施する公共事業労務費調査の対象工事となった場合には，次
の各号に掲げる協力をしなければならない。また，工期経過後においても同様とする。

　調査票等に必要事項を正確に記入し，発注者に提出する等必要な協力をしなければな
らない。

　調査票等を提出した事業所に対し，発注者が事後に訪問して行う調査・指導の対象に
なった場合には，その実施に協力しなければならない。

　正確な調査票等の提出が行えるよう，労働基準法等に従い就業規則を作成すると共に
賃金台帳を作成・保存する等，日頃より使用している現場労働者の賃金時間管理を適切
に行わなければならない。

　対象工事の一部について下請契約を締結する場合には，当該下請工事の請負者（当該
下請工事の一部に係る二次以降の下請負人を含む。）が前号と同様の義務を負う旨を定
めなければならない。

　受注者は，発注者が実施する支払賃金抜き取り調査の対象工事となった場合には，次の各号に
掲げる協力をしなければならない。

　調査は下請企業も含め全ての企業を対象とすることから，調査対象工事となった場
合，受注者は下請企業にも調査協力を周知すること。

　調査票を提出した受注者（下請企業も含む）に対し，発注者が是正指導等を行った場
合は，誠意をもって対応すること。

　事故発生のときの早急な現在地の特定ができるようにするため、工事看板などに工事場所の地
名地番を見やすく表示するとともに、１１９番通報により現在が自動的に特定されるＧＰＳ機能
つき携帯電話を工事現場内に配置するよう要請します。

　受注者は，工事成績評定の対象となる工事施工において，自ら立案した創意工夫に関する項
目，または地域社会への貢献として評価できる項目に関する事項について，施工前までに所定の
様式により提出することができます。



特記仕様書 （土木工事関係）

Ⅰ．適用範囲に関する事項

　本工事の施工にあたって受注者は，契約書に基づき，設計図書に

従って施工するものとする。

  なお，当初設計金額２５０万円以上５００万円未満の請負工事におけ
る提出書類等については，「500万円未満の少額土木工事の提出書類の
簡素化を試行します。」（工事検査課のホームページに掲載）を適用する。

【参考１】工事請負契約約款　第1条　の抜粋　

（総則）

第1条　発注者及び受注者は，この約款（契約書を含む。以下同じ。）に基づき，設計図書（別冊の設計

書，図面，仕様書，現場説明書及び現場説明に対する質問回答書をいう。以下同じ。）に従い，日本国

の法令を遵守し，この契約（この約款及び設計図書を内容とする工事の請負契約をいう。以下同じ。）

を履行しなければならない。

２～５　（省略）

　また，設計図書のうち仕様書については，「本特記仕様書」，「新潟市土
木工事共通仕様書（最新版）」及び新潟市のトップページより，「くらし・
手続き＞上下水道＞下水道＞事業者の方へ」に掲載の下水道工事関係仕様書
を適用する。

【参考２】新潟市土木工事共通仕様書　第1編　共通編　第１章　総則　第１節　総則

１－１－２ 用語の定義　の抜粋　

１－１－２ 用語の定義　の抜粋

１．～２．（省略）

３．契約図書とは，契約書及び設計図書をいう。

４．設計図書とは，設計書，図面，仕様書，現場説明書及び現場説明に対する質問回答書をいう。

５．設計書とは，工事数量総括表をいう。

６．～３４．（省略）



Ⅱ．公共工事の環境配慮に関する事項

１　業務を行う者に別紙「環境方針」を周知し，業務の各段階において環境負荷の低減に努める

こと。

２　業務に関係する環境関連法令を遵守すること。

３　業務の履行において，環境に関する苦情が寄せられた場合は，その内容及び対応を記録し，

本市担当者に報告すること。

４　工事箇所の現場状況を充分配慮し，自然環境の保全に努めること。

５　業務に使用する車両の省エネルギー運転，アイドリング・ストップ等に努めること。

６　施工に関して，建設廃棄物の発生抑制に努めること。

７　業務で発生する一般廃棄物や産業廃棄物について，分別を徹底し，資源として再利用

できる物は再利用に努め，廃棄すべき物は適正な処理を行うこと。

８　建設副産物については，「建設副産物適正処理推進要綱」(国土交通省 平成14年5月30日

通達)を遵守し，発生の抑制並びに再利用，減量化及び適正な処理を行うこと。

９　業務で使用する資材，機材，物品の調達は，「新潟市グリーン調達推進方針」の品目・基準

を参考とすること。

－ 環 境 方 針 －

新潟市は，日本一の大河・信濃川のほか，幾筋もの河川が流れ込む日本海に面し，ラムサー

ル条約登録湿地の佐潟をはじめ福島潟や鳥屋野潟，そして越後平野に広がる田園地帯といった

広大な水辺環境を有し，緑豊かな山々や丘陵をも抱えた自然あふれる都市です。

この豊かな自然環境を守ることはもとより，地球環境の保全にも目を向けて，新潟市では自この豊かな自然環境を守ることはもとより，地球環境の保全にも目を向けて，新潟市では自

然と人間との共生，環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会の構築と地球環境保全の積

極的推進を基本理念とした「新潟市環境基本条例」を制定しています。この条例に基づく「新

潟市環境基本計画」により，環境行政を総合的・計画的に実施するとともに，自らが大規模な

事業者であることを認識し，率先して地球温暖化対策の推進を図るため「新潟市地球温暖化対

策率先実行計画」を策定し，事務事業活動に伴う環境への負荷の低減を図ってきました。

しかし，３．１１東日本大震災の発生によって我が国におけるエネルギーのあり方が大きく

変わろうとしている今，安心・安全なまちづくりに向け，あらためて市民・事業者・行政が一

体となって新潟市の豊かな環境の保全，そして創造に向けて取り組んでいくことが求められて

います。

このような取り組みを着実に推進し，人類の子孫にかけがえのない地球環境を伝承する願い

を込めて，自らの力で国際規格であるＩＳＯ１４００１に基づく環境マネジメントシステムを

確立し，次の基本方針に従って，継続的な改善を進めていきます。



－ 基 本 方 針 －

(1) 市民や事業者の皆さまと一体となり「新潟市環境基本計画」に掲げる環境保全及び創造に

関する施策や取り組みを積極的に推進します。

(2) 事務事業活動による環境への負荷を低減し，継続的な改善を図るため，次の事項を重点的

に取り組みます。

①　省資源・省エネルギーを推進します。

②　廃棄物の発生抑制（リデュース），再使用（リユース），再生利用（リサイクル）を推

進します。

③ グリーン調達を推進します。

④ 環境に配慮した公共工事を推進します。

(3) 事務事業に関係する環境法令及びこれらに類する同意事項を遵守し，汚染の予防に努めま

す。

(4) すべての職員が環境方針に沿った事務事業活動に取り組むよう人材育成に努めます。

(5) 環境方針及び環境マネジメントシステムの活動成果等を公表します。

平成２５年 ４ 月 １ 日

新潟市長 篠　田　　昭

Ⅲ．建設副産物の再資源化等の監視に関する事項Ⅲ．建設副産物の再資源化等の監視に関する事項

　新潟市が発注した建設工事にあたっては，資源の有効な利用の確保を図るとともに，廃棄物の

発生の抑制及び環境の保全に資するため，環境に配慮した公共工事の推進に留意し，併せて下記

書類を提出すること。ただし，監督員が下記書類について，提出の必要がないと指示した場合は，

この限りでない。

1　資源の有効な利用の促進に関する法律（ラージリサイクル法）に基づく「再生資源利用

計画書（実施書）」及び「再生資源利用促進計画書（実施書）」

　建設資材の搬入量または建設副産物の搬出量にかかわらず，上記計画書（実施書）を提出す

ること。

【データの作成方法について】

1) 原則，財団法人日本建設情報総合センター（JACIC）が運営する建設副産物情報交換シス

テム（通称「COBRIS」という。）を利用し作成すること。ホームページアドレスは次のと

おり。 http://www.recycle.jacic.or.jp/



2) 「COBRIS」が利用できず，作成ソフト「アクセス」が利用できる場合は，国土交通省「建

設リサイクルデータ統合システム」（通称「CREDAS」という。）により作成すること。

ホームページアドレスは次のとおり。

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/region/recycle/fukusanbutsu/credas/index.htm

3) 作成ソフト「アクセス」が利用できず，「エクセル」が利用できる場合は，「新潟市」（技

術管理課）ホームページに掲げる「エクセルシート」を入手して作成のこと。

http://www.city.niigata.lg.jp/business/doboku/siyousho/shiyou.html⇒　「様式」

2　グリーン資材等調達実態調査表

　本工事において，「新潟市グリーン調達推進方針（平成14年6月4日策定）」（※1）に

より，「新潟市の公共工事におけるグリーン資材等調達実態調査表」（※2）に掲げる資材等

を使用した場合には，調査表及び集計報告書を作成し提出すること。

【データの作成方法について】

　「新潟市の公共工事におけるグリーン資材等調達実態調査表」（エクセルデータシート）に

使用資材ごとの数量を記入して提出すること。

（エクセルシートは，上記の

http://www.city.niigata.lg.jp/business/doboku/siyousho/shiyou.html ⇒　「様式」

に掲載）

※1　新潟市グリーン調達推進方針（平成14 年6 月4 日策定）

　新潟市ホームページ「グリーン調達推進方針」をご覧ください。

http://www.city.niigata.lg.jp/shisei/seisaku/keikaku/kankyo/green/index.html

※2　新潟市の公共工事におけるグリーン資材等調達実態調査表

　上記の新潟市ホームページ「グリーン調達推進方針」に掲載する『「特定調達品目及びその判断基

準，調達目標」及び「調達実績」』に関して，年度ごとに基準や目標を定め，年度ごとの調達実績を

公表しています。

3　完了時の報告

　上記提出物は，工事完成後速やかに書面及び CREDAS データ若しくはエクセルデータを監
督員に提出すること。

4　その他
　インターネット端末を所有していない業者の方は，CD-Rなど記録媒体を持参いただければ，

提出に必要な表（エクセル形式）をコピーしてお渡ししますので，監督員にご相談ください。



Ⅳ．CORINSへの登録に関する事項

を参照してください。 

Ⅴ．排出ガス対策型建設機械の使用に関する事項

を参照してください。 

「新潟市土木工事共通仕様書　第１編　１－１－６　CORINSへの登録」

「新潟市土木工事共通仕様書　第１編　１－１－３７　環境対策」



Ⅵ．再生クラッシャーラン の使用に関する事項

　建設工事に伴い発生する建設廃材を破砕して製造する再生クラッシャーランの性状につい

て，次のとおり規定する。なお，構造物の基礎材等として使用する場合についてもこの定めに

よるものとする。

１　材料

1-1　再生クラッシャーランとは，セメントコンクリート廃材から製造した再生骨材および路

盤再生骨材（路盤発生材を必要に応じて破砕，分級して製造した骨材）を単独または相互

に組み合わせ，必要に応じてこれに補足材を加えて，所要の品質が得られるように調整し

た材料をいう。

1-2　再生クラッシャーランは，ゴミ，泥，有機物，プラスチック，金属，ガラス，陶磁器，

レンガ，瓦等を有害量含んではならない。

1-3　再生クラッシャーラン（ＲＣ－40）の最大粒径については，最大40mmと定める｡

２　品質

　再生クラッシャーランの品質規格ならびに品質管理については，新材のクラッシャーランに

準じるものとする。

2-1 （品質）

路盤材に使用する再生クラッシャーランの修正ＣＢＲ，塑性指数は次表のとおりとする。

摘用／項目 材 料 修正ＣＢＲ ＰＩ(塑性指数)

簡 易　舗装 再生クラッシャーラン 10％ 以上 ９　以下

ｱｽﾌｧﾙﾄ 舗装 再生クラッシャーラン 30％ 以上 ６　以下

（注１）　再生クラッシャーランに用いるセメントコンクリート再生骨材は，すりへり減量が50％

以下でなければならない。試験方法はロサンゼルスすりへり減量試験｛粒度は道路用砕

石Ｓ－１３（１３～５mm）のもの｝とする。

（注２）　再生クラッシャーランの材料として路盤再生骨材もしくは路盤再生材を用いる場合のみ

ＰＩの規定を適用する。

2-2（粒度範囲）

再生クラッシャーランの粒度は［ＪＩＳ A 5001］道路用砕石の規定に準じ，粒度範囲

は次表による。

粒度の範囲　（㎜）
RC－40 40～０

53.00 100

37.50 95～100

31.50 ―

ふるい通過百分率（％） 26.50 ―

19.00 50～80

13.20 ―

4.75 15～40

2.36 ５～25

３　等値換算係数

　舗装の構造設計に用いる再生クラッシャーランの等値換算係数（下層路盤）は0.25とする。

ふるい目　（㎜）



Ⅶ．建設業退職金共済制度への加入と普及促進に関する事項

　新潟市が発注した建設工事にあたっては，建設労働者の福祉の向上を図るとともに，建設業の

健全な発展に資するため，建設業退職金共済制度の対象となる現場労働者について適切な対応を

図られるよう下記について留意してください。

１　組合加入，共済証紙の購入等

　受注者は，建設業退職金共済組合（以下「組合」という。）に加入するよう努めるとともに，

建設業退職金共済制度（以下「建退共」という。）の対象となる現場労働者について共済証紙

を購入し，当該労働者の共済手帳に貼り付けてください。また，その発注者用掛金収納書を工

事完成時に，監督員を通じて発注者に提出してください。

　共済証紙の購入額は，工事の内容に応じて，建退共の対象となる現場労働者の就労予定を勘

案の上，所要の共済証紙を購入し，工事完了までに不足を生じた場合は適宜追加購入してくだ

さい。

２　建設業退職金共済制度適用事業主工事現場標識（シール）の掲示

　建退共の共済契約者は，組合支部からシールの交付を受け，現場事務所及び工事現場の出入

口等の見易い場所に掲示を行い，建退共の対象となる現場労働者への周知に努めてください。

３　下請業者の加入促進

　受注者は，当該工事について下請契約を締結するときは，下請業者に対してこの制度の趣旨

を説明し，共済証紙の現物交付又は掛金相当額を請負代金に算入する等により，下請業者の組

合加入及び共済証紙の貼り付けを促進するよう配慮してください。

　また，受注者は「施工体制台帳」等の活用により当該工事の施工に関与するその他の下請業

者の把握に努めるとともに，共済制度未加入業者に対しては加入勧奨するなど，制度の普及に

配慮してください。

４　その他の退職金支給制度

　受注者（下請契約を締結したときは，当該下請業者を含む。）が，従業員について退職金支

給制度（中小企業退職金共済事業団の加入を含む。）を有し，かつ，当該工事について建退共

の対象となる現場労働者を使用しないで施工するときは，その旨を書面により提出してくださ

い。なお，その旨が書面により確認できる場合は，上記１，２，３は除外するものとします。



Ⅷ．下請契約に関する事項

１　受注者は，工事の一部を他の建設業者に請け負わせる場合は，書面による下請契約の締結を

行ってください。また，当該契約先として市内企業を優先的に採用するよう努めてください。

なお，市内企業とは新潟市内に本社・本店を置く建設事業者をいいます。

２　受注者は，本工事の請負金額が１千万円以上（税込）となり，施工において下請契約（一次

下請）を締結した場合は，その下請契約先，金額等を「下請決定通知書（下請契約時提出）」

に記入し，監督員に提出してください。また，市内企業を下請けに採用しなかった場合は，そ

の理由を「下請決定通知書（下請契約時提出）」に記入してください。

３　受注者は，上記２の下請負者（一次下請）が再下請契約など（二次下請，三次下請以降の全

ての下請を含む。）を締結した場合は，下請負者などにその下請契約先，金額等を「再下請通

知書（下請契約時提出）」に記入させ，「下請決定通知書（下請契約時提出）」に添付し，監

督員に提出してください。

※　例

（一次下請） （二次下請） （三次下請） ※ Ｄ が Ｈ と下請契

約を締結した場合は，

Ｄが「再下請通知書」

（受注者） を作成する。

A

C

B

E

F

G

D H

I

J

K

４　受注者は，上記２の下請契約（一次下請）を締結した場合は，竣工時にその内容について

「竣工時下請報告書」に記入し，監督員に提出してください。

　提出は，市指定のエクセル表としますので，市契約課工事契約係のホームページからダウン

ロードして，監督員（メールアドレスは監督員からお知らせします。）あてに電子メールの添

付ファイル（メール及びファイル名に「竣工時下請報告書」の表題を記載してください）とし

て送付してください。

　なお，「下請決定通知書」と「再下請通知書」についても，同ホームページからダウンロー

ドできます。また，インターネット端末を所有していない業者の方は，CD-Rなど記録媒体を

持参いただければ，エクセル表をコピーしてお渡ししますので，監督員にご相談ください。



Ⅸ．市内及び県内調達に関する事項

１　受注者は、本工事に使用する資材について、地元資材の優先使用に努めるものとする。

地元資材のうち市内で確保できる資材は，最優先の使用に努めるものとする。

なお、地元資材とは以下に該当するものをいう。

（１） 県内に所在する工場で製造されたもの。

（２） 県内に本社・本店のある企業が製造したもの。

２　 受注者は、地元資材以外の調達に当たっては、県内に本社・本店のある代理店からの優先使

用に努めるものとする。



工事発注課名

工　　事　　名

該当資材の区分 土木

建設汚泥から再生した処理土 1  

土工用水砕スラグ 2  

銅スラグを用いたケーソン中詰め材 3  

フェロニッケルスラグを用いたケーソン中詰め材 4  

地盤改良材 地盤改良用製鋼スラグ 5  

高炉スラグ骨材 6  

フェロニッケルスラグ骨材 7  

銅スラグ骨材 8  

電気炉酸化スラグ骨材 9  

再生加熱アスファルト混合物 10  

鉄鋼スラグ混入アスファルト混合物 11  

中温化アスファルト混合物 12  

鉄鋼スラグ混入路盤材 13  

再生骨材等 14  

小径丸太材 間伐材 15  

高炉セメント 16 ｔ

フライアッシュセメント 17 ｔ

セメント エコセメント 18 ｔ

コンクリート及びコンクリート製品 透水性コンクリート 19

鉄鋼スラグ水和固化材 鉄鋼スラグブロック 20

吹付けコンクリート フライアッシュを用いた吹付け用コンクリート 21  

下塗用塗料（重防食） 22 kg

低揮発性有機溶剤型の路面標示用水性塗料 23 kg

高日射反射率塗料 24 kg

防水 高日射反射率防水 25 ㎡

再生材料を用いた舗装用ブロック（焼成） 26  

再生材料を用いた舗装用ブロック類
（プレキャスト無筋コンクリート製品）

27  

バークたい肥 28  

下水汚泥を使用した汚泥発酵肥料
（下水汚泥コンポスト）

29  

道路照明 環境配慮型道路照明 30 ヵ所

中央分離帯ブロック 再生プラスチック製中央分離帯ブロック 31 ｍ

タイル 陶磁器質タイル 32 ㎡

建具 断熱サッシ・ドア 33 ヵ所

製材 34  

集成材 35  

合板 36  

単板積層材 37  

フローリングボード フローリング 38 ㎡

パーティクルボード 39 ㎡

繊維板 40 ㎡

木質系セメント板 41 ㎡

ビニル系床材 ビニル系床材 42 ㎡

断熱材 断熱材 43  

非基準品
調達量

　平成２７年度 新潟市の公共工事におけるグリーン資材調達実施調査表

報 告 年 月 日

平成　年　月　日

（品目分類） （品 目 名）
単
位

基準品
調達量

番
号

公
共
工
事

資
材

塗装

盛土材等

コンクリート用スラグ骨材

アスファルト混合物

路盤材

舗装材

混合セメント

再生木質ボード

園芸資材

製材等



非基準品
調達量

（品目分類） （品 目 名）
単
位

基準品
調達量

番
号

照明機器 照明制御システム 44 台

変圧器 変圧器 45 台

吸収冷温水機 46 台

氷蓄熱式空調機器 47 台

ガスエンジンヒートポンプ式空気調和機 48 台

送風機 49 台

ポンプ 50 台

配管材 排水・通気用再生硬質塩化ビニル管 51 ｔ

自動水栓 52 ヵ所

自動洗浄装置及びその組み込み小便器 53 ヵ所

洋風便器 54 ヵ所

コンクリート用型枠 再生材料を使用した型枠 55  

排出ガス対策型建設機械 56 台

低騒音型建設機械 57 台

建設発生土有効利用方法 低品質土有効利用工法 58

建設汚泥再生処理工法 建設汚泥再生処理工法 59

コンクリート塊再生処理工法 コンクリート塊再生処理工法 60

舗装（表層） 路上表層再生工法 61

舗装（路盤） 路上再生路盤工法 62

法面緑化方法 伐採材又は建設発生土を活用した法面緑化工法 63

山留め工法 泥土低減型ソイルセメント柱列壁工法 64

排水性舗装 65

透水性舗装 66

屋上緑化 屋上緑化 67

※詳細は「新潟市グリーン調達推進方針」における【判断の基準】参照

空調用機器

公
共
工
事

資
材

建設
機械

工
法

目
的
物

ー

舗装

衛生機器



【基本形】

現場代理人の常駐義務緩和に関する特記仕様書

現場代理人の常駐義務の緩和措置「常駐を免除することができる期間」は以下のとおりであ
り，常駐を免除する具体的な期間は，請負契約締結後，監督員との打合せにて工事打合簿に定め
る。
　ただし，現場代理人が本工事と他の工事を兼任している期間は，この緩和措置は適用しない。

（ア）契約締結後，現場事務所の設置，資機材の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの
　　　期間

（イ）工事の全部の施工を一時中止している期間

（ウ）現場が完了（必要書類は全て提出済）した後，竣工検査までの間などの工事現場で
　　　作業が行われていない期間で，常駐を要しないと発注所属長が認めた期間



繰越にかかる特記事項

１　本工事は，繰越予定であるため，工期（履行期限）については繰越承認を

　受け次第，発注者・受注者協議のうえ，契約変更する予定である。

　　なお，変更後の工期（履行期限）は，平成２８年６月３０日を予定して

　いる。

２　工事請負契約約款第４条第１項に定める工程表及び新潟市土木工事共通仕

　様書に定める施工計画書に記載する計画工程表については，変更後の工期（履

　行期限）における工程表を提出すること。



電子納品に関する特記仕様書（工事） 

１ 本工事は，電子納品対象工事とする。電子納品とは，「調査，設計，工

事などの各業務の最終成果を電子成果品として納品すること」をいう。こ

こでいう電子成果品とは，「新潟市電子納品実施要領（案）（平成２５年

４月）」（以下「要領」という。）に基づき作成された電子データをいう。 

なお，要領に記載のない事項や疑義がある場合は，監督員と協議のうえ

作成するものとする。 

２ 要領に基づいて作成した電子成果品を電子媒体（CD-R）で２部提出する

とともに，電子データとして納品した成果品以外については，従来どおり

紙媒体で１部提出するものとする。 

なお，「要領」で特に記載のない項目については，原則として電子デー

タを提供する義務はないが，「要領」の解釈に疑義がある場合は協議のう

え電子化の是非を決定する。 

３ 電子成果品の提出の際には，新潟市版電子納品チェックシステムによる

チェックを行い，エラーがないことを確認後，ウイルス対策を実施したう

えで提出すること。 

４ 納品物の提出方法および検査方法については，別表－１を遵守しなければ

ならない。 

５ 新潟県 CALSシステムの利用は行わないものとする。 



【別表－１】 

１．納品物の提出方法及び検査方法について 

  納品物の提出方法及び検査方法については，下表のとおりとし，下表にない書類お

よび必須以外の書類については，契約後の受発注者協議にて決定するものとする。 

  なお，検査における詳細な事項についても契約後の受発注者協議にて定めるものと

する。 

納品物 

項 目 
提出方法 検査方法 

備 考 
項 目 書 類 電子

納品 

紙 

納品 

電子

検査 

紙 

検査 

施工計画 施工計画書 ○ ◎ × ◎ ｵﾘｼﾞﾅﾙﾃﾞｰﾀが，Word，Excel
の場合は電子納品 

工程管理 実施工程表 △ ◎ × ◎ ｵﾘｼﾞﾅﾙﾃﾞｰﾀが，Word，Excel
の場合は受注者の任意で電子

納品としてもよい 

納品物 

項 目 
提出方法 検査方法 

備 考 
項 目 書 類 電子

納品 

紙 

納品 

電子

検査 

紙 

検査 

書類管理 工事打合せ簿 ○ ○ ○ ○ 新潟県CALSｼｽﾃﾑで電子協議を

実施，又はｵﾘｼﾞﾅﾙﾃﾞｰﾀが，電子

データlの場合は電子納品 

電子納品した場合は電子検査 

段階確認書 ○ ○ ○ ○ 

材料確認書 ○ ○ ○ ○ 

履行状況報告書 ○ ○ ○ ○ 

品質管理 測定結果総括表 ○ ○ ○ ○ ｵﾘｼﾞﾅﾙﾃﾞｰﾀが，電子データlの場

合は電子納品 

電子納品した場合は電子検査 

測定結果一覧 ○ ○ ○ ○ 

品質管理図 ○ ○ ○ ○ 

品質管理図表 ○ ○ ○ ○ 

出来形管

理 

測定結果総括表 ○ ○ ○ ○ ｵﾘｼﾞﾅﾙﾃﾞｰﾀが電子データlの場合

は，電子納品 

電子納品した場合は電子検査 

測定結果一覧 ○ ○ ○ ○ 

出来形管理図 ○ ○ ○ ○ 

来形管理図表 ○ ○ ○ ○ 

品質証明 品質証明書 × ◎ × ◎ 

ミルシート × ◎ × ◎ 

カタログ × ◎ × ◎ 

見本 × ◎ × ◎ 

試験結果(報告)書 × ◎ × ◎ 

材料納入伝票 × ◎ × ◎ 

写真管理 工事写真帳 ◎ × ◎ × 電子検査用にｻﾑﾈｲﾙ版を紙提

出する注５

工事写真（ネガ） ◎ × ◎ × 別途，CD-Rにて提出する 

参考図 ◎ × ◎ × 

図面 完成図 ○ ◎ × ◎ CAD ﾃﾞｰﾀがある場合は電子

納品 

出来形図 ○ ◎ × ◎ CAD ﾃﾞｰﾀがある場合は電子

納品 



建設副産

物 

廃棄物ﾏﾆｭﾌｪｽﾄ × ◎ × ◎ 

その他 着手前写真 - ◎ ◎ - 電子納品（工事写真帳）とは

別に紙納品する 

竣工写真 - ◎ ◎ - 電子納品（工事写真帳）とは

別に紙納品する 

施工体系図 × ◎ × ◎ 

施工体制台帳 × ◎ × ◎ 

建設業退職金共済

組合掛金収納書 

× ◎ × ◎ 

創意工夫・高度技

術関係 

× ◎ × ◎ 

注１）【提出，検査方法凡例】◎：必須，○条件付き必須，△：受注者の任意，×：対象外 

注２）電子化に係わる詳細な事項については，「新潟市電子納品実施要領（案）（工事編）」

による。 

注３）納品方法について，上表により電子納品及び紙納品の納品を行うものとする。 

注４）上表以外に納品物がある場合は，契約後の受発注者と協議によるものとする。 

注５）サムネイル版の写真とは，多数の写真を一覧表示するために縮小された写真。なお，

表示枚数は，Ａ４版に８枚を標準とする。サムネイル版の写真撮影箇所は，「新潟市

土木工事写真管理基準（案）平成20年９月」によるものとし，代表箇所を選択し印刷

するものとする。 



局地的な大雨に対する下水道管きょ内工事等の 

安全に関する特記仕様書 

平成 21 年 9 月 25 日 改定 

環境創造局技術管理課 

１ 適用 

この特記仕様書は以下の項目に該当する工事等に適用する。 

（１） 既設の雨水・合流の公共下水道で、雨水が流入する管きょ内に作業員が入坑して行う工事等。 

（２） 新設の雨水・合流の公共下水道で、既設管きょ等急激な雨水流入の恐れがある施設に接続する

管きょ内に作業員が入坑して作業を行う工事等。 

（３） 人孔、水路、柵きょ等で（１）・（２）と同様の作業環境となる工事等。 

※ 上記（１）・（２）において適用する管きょの内径は作業員が入坑して作業することが可能な８００ｍｍ

以上とするが、８００ｍｍ未満についても同様の作業環境となる工事等は適用の範囲とする。 

※ 「工事等｣とは、工事以外の点検や調査、清掃を含め、雨水が流出する下水道管きょ内における作

業全般を総称したものであり、具体的には、更生工法や管内補修、管内調査、管内清掃等の作業を

いう。 

２ 雨天時の作業中止等の検討 

請負者は、以下の標準的な中止基準を踏まえ、現場特性に応じた中止基準を設定すること。 

標準的な中止基準 

以下のいずれかの場合に工事を中止する。 

（１） 当該作業箇所または上流部に洪水または大雨の注意報・警報が発表された場合。 

（２）  当該作業箇所または上流部に降雨や雷が発生している場合。 

３ 気象情報等の取得体制の強化と作業中止判断への活用 

気象警報、注意報のみならず、降雨状況等のリアルタイムの情報について、現場においても速やか

に取得できる体制を構築するとともに、当該情報を作業中止の判断に活用すること。情報源については

以下に示すものを利用するほか、適宣情報源を確保すること。 

新潟市危機管理防災情報のページ： http://wwｗ.city.niigata.lg.jp/kurashi/bosai/index.html

国土交通省 防災情報提供センター： http://www.mlit.go.jp/saigai/bosaijoho/

４ 作業員の退避行動等についての事前確認の徹底 

集中豪雨が発生した際の作業員への情報連絡体制、退避行動について、事前に十分確認すること。 

５ 安全管理計画の施工計画書等への明記 

作成する施工計画書等において、以下の内容を安全管理計画として明記し、発注者の確認を得ると

ともに、その内容について作業員への周知徹底を図ること。 



（１） 現場特性の事前把握 

工事等の着手前には、当該作業個所に係る現場特性に関する資料や情報を収集・分析し、急激な

増水による危険性等をあらかじめ十分に把握する。情報は以下の項目を参考に可能な範囲で収集

すること。 

ア 下水道管きょ施設情報（平面図、縦断図、流量計算表等） 

流域面積、流入系統の把握、作業個所の上・下流域の状況把握、人孔間距離、人孔深、管き

ょの断面形状、管きょ勾配、管きょの会合、人孔における落差（段差）、伏せこしの有無等を把握

する。 

イ 地形情報 

凹地形、急傾斜地の有無を把握する。 

ウ 既往情報（浸水被害、既往事故、ハザードマップ､既往流量調査結果等） 

作業現場の危険性を把握する。 

エ その他情報 

ポンプ施設、大規模排水施設、ビルピット排水有無等を把握する。 

通常時の水位・流速を把握する。 

（２） 工事等の中止基準・再開基準の設定 

ア 標準的な中止基準を踏まえ、現場特性に応じた中止基準を設定する。 

退避時間が長い、退避条件が厳しい、急激な増水が予想される、気象情報が入手しにくい、

夜間工事等で天候の状態がわかりにくい等の特性がある場合は中止基準を強化する検討を行

う。また、人孔内のみの作業等退避条件が良好な場合は中止基準を暖和する検討も行う。 

イ 工事等の開始後は、中止基準を補完する情報も活用し、的確な中止基準を設定する。 

気象情報、気象情報の変化、増水の予兆（水位・水勢の変化、管きょ内の風や臭いの変化、

下水の色、ごみ等の流入等）。 

ウ 工事等を再開する際の基準も設定する。 

工事等の中止基準に抵触していないこと、管きょ内水位が通常時と変わらないこと、作業現場

の安全が十分確保されていること等。 

（３） 迅速に退避するための対応 

工事等に着手する前には、作業員が安全かつ迅速に退避できるように、あらかじめ退避時の対

応方策について、以下の点について具体的な内容を定めておく。 

ア 退避手順の設定 

あらかじめ作業員が退避するルート、退避時の情報伝達方法等の退避手順を定めておく。ま

た、実際の現場において避難訓練を実施し、退避時の対応の手順や情報伝達の確実性、退避

時間等を実地検証する。 

イ 安全器具の設置 

管きょ内の増水に備えた安全器具等について、現場特性に応じて設置する。 

ウ 情報収集と伝達方法 

管きょ内での作業中には、地上監視員を配置して気象等の情報収集を行い、状況を確実に下

水道管きょ内作業員全員に伝達し、危険性の早期発見・危機回避に努める。 

エ 資器材の取り扱 



管きょ内の資器材については、あらかじめ流失防止策を講じておくとともに、管きょ内作業員

が避難する場合には、避難に支障がある資器材を存置し、作業員の退避を最優先する。 

（４） 日々の安全管理の徹底 

工事等の開始前には、退避時の対応方策の内容等については作業関係者全員に周知徹底を図

る。 

６ 参考資料 

安全管理計画の各項目の詳細事項の作成に当たっては、局地的な大雨に対する下水道管渠内工事

等安全対策検討委員会が作成した「局地的な大雨に対する下水道管渠内工事等安全対策の手引き

（案）」を参考にすること。当核手引きは、国土交通省ホームページに掲載されている。アドレスは以下の

とおり。 

http://www.mlit.go.jp/report/press/city13_hh_000036.html


